
定住自立圏構想の推進に向けた
関係各省による支援策

くらしの中に



定住自立圏構想の推進に向けた関係各省による支援策

ア 生活機能の強化
a 医療 b 福祉 c 教育 d 土地利用 e 産業振興 f 環境 g 防災

【文部科学省】
c 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業
c 学校施設環境改善交付金（学校給食施設整備事業）

【こども家庭庁】
b 広域的保育所等利用事業

イ 結びつきやネットワークの強化
a 地域公共交通 ｂ デジタル・ディバイドの解消へ向けたＩＣＴインフラの整備 c 道路等の交通インフラの整備
d 地域の生産者や消費者等の連携による地産地消 e 地域内外の住民との交流・移住促進
f aからeまでに掲げるもののほか、結びつきやネットワークの強化に係る連携

【農林水産省】
e 農山漁村振興交付金

【国土交通省】
a 地域公共交通確保維持改善事業

ウ 資源制約に対応するための圏域マネジメント等

a 宣言中心市等における人材の育成 b 宣言中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保
c 圏域内市町村の職員等の交流 d 圏域内の公共施設の集約化・共同利用等
e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事務の共同実施
f aからcまでに掲げるもののほか、資源制約に対応するための圏域マネジメント等に係る連携

【総務省】
b 地域活性化起業人

【環境省】
def 地域循環共生圏づくり支援体制構築事業

【内閣府】
f 地域未来交付金

【観光庁】
e 新たな交流市場の創出事業（第２のふるさと）

【厚生労働省】
a 救急医療体制強化事業

優先採択等により各府省連携して定住自立圏の取組を支援



２

内閣府

交付対象補助率
令和８年度
当初予算
（百万円）

定住自立圏に関する取組
に対する支援の内容

概要施策名
政策
分野

定住自立
圏構想の

３つの視点

地方公共団体
１／２等
（※）

160,000申請上限件数の緩和

地方の大きな伸び代と地域特性を最大限に活か
し、地方の暮らしの安定を実現するとともに
「強い経済」を構築するため、地場産業の付加
価値向上など、地方公共団体の地域独自の取組
を幅広く支援する。

地域未来交付金fウ

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】
ウ 資源制約に対応するための圏域マネジメント等イ 結びつきやネットワークの強化ア 生活機能の強化

a 中心市における人材の育成a地域公共交通a 医療

b 中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保
b デジタル・ディバイドの解消へ向けたICTイン
フラ整備

b 福祉

c 圏域内市町村の職員等の交流c 道路等の交通インフラの整備c 教育

d 圏域内の公共施設の集約化・共同利用等
d 地域の生産者や消費者等の連携による地
産地消

d 土地利用

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事
務の共同実施

e 地域内外の住民との交流・移住促進e 産業振興

f その他f その他f 環境

g 防災

※インフラ整備事業の補助率については各省庁の交付要綱に従う



３

総務省

交付対象補助率
令和８年度
当初予算
（百万円）

定住自立圏に関する取
組に対する支援の内容

概要施策名
政策
分野

定住自立圏
構想の

３つの視点

・三大都市圏外
の市町村
・三大市都市圏
内の市町村のう
ち、条件不利地
域を有する市町
村、定住自立圏
に取り組む市町
村及び人口減少
率が高い市町村

－特別交付税措置
定住自立圏に取り組む
地方公共団体等を支援

都市部に所在する企業等に所属する社員又は所
属していた個人が、そのノウハウを活かし、一
定期間、地方公共団体において、地域独自の魅
力向上につながる業務に即戦力として従事する
ことで、地方圏へのひとの流れを創出するよう
支援する。

地域活性化起業人bウ

ウ 資源制約に対応するための圏域マネジメント等イ 結びつきやネットワークの強化ア 生活機能の強化

a 中心市における人材の育成a地域公共交通a 医療

b 中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保
b デジタル・ディバイドの解消へ向けたICTイン
フラ整備

b 福祉

c 圏域内市町村の職員等の交流c 道路等の交通インフラの整備c 教育

d 圏域内の公共施設の集約化・共同利用等
d 地域の生産者や消費者等の連携による地
産地消

d 土地利用

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事
務の共同実施

e 地域内外の住民との交流・移住促進e 産業振興

f その他f その他f 環境

g 防災

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】



４

文部科学省

交付対象補助率
令和８年度
当初予算
（百万円）

定住自立圏に関する取組
に対する支援の内容

概要施策名
政策
分野

定住自立圏
構想の

３つの視点

都道府県、指定都
市、中核市１／３

1,491

地域の実情に応じて、公
立学校における帰国・外
国人児童生徒等の受入体
制・支援体制作りを支援
する。

公立学校に在籍する帰国・外国人児童生徒等に対す
る教育支援事業を行う自治体に対して、当該事業を
実施するために必要とする経費の一部を補助するこ
とにより、公立学校、自治体その他団体等で連携し
た指導・支援体制の構築等を図る。

帰国・外国人児童
生徒等教育の推進
支援事業（Ⅰ帰
国・外国人児童生
徒等に対するきめ
細かな支援事業）cア

都道府県・市区町
村・複数の市区町
村を構成員とする
協議会

１／３学校外において就学に課
題を抱える外国人の子供
の就学を促進する取組を
支援する。

就学に課題を抱える外国人の子供を対象に、公立学
校や外国人学校等への就学に必要な支援を学校外に
おいて実施する自治体の補助を行う。

帰国・外国人児童
生徒等教育の推進
支援事業（Ⅱ外国
人の子供の就学促
進事業）

都道府県、市区町
村、一部事務組合
等

新増築１／２
改築 １／３

5,387の内数
採択にあたって、
一定程度配慮

学校給食の普及充実及び安全な学校給食の実施を図
るため、公立の義務教育諸学校における学校給食施
設の整備に要する経費の一部を補助し、その促進を
支援する。

学校施設環境改善
交付金（学校給食
施設整備事業）

cア

ウ 資源制約に対応するための圏域マネジメント等イ 結びつきやネットワークの強化ア 生活機能の強化

a 中心市における人材の育成a地域公共交通a 医療

b 中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保
b デジタル・ディバイドの解消へ向けたICTイン
フラ整備

b 福祉

c 圏域内市町村の職員等の交流c 道路等の交通インフラの整備c 教育

d 圏域内の公共施設の集約化・共同利用等
d 地域の生産者や消費者等の連携による地
産地消

d 土地利用

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事
務の共同実施

e 地域内外の住民との交流・移住促進e 産業振興

f その他f その他f 環境

g 防災

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】
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厚生労働省

交付対象補助率
令和８年度
当初予算
（百万円）

定住自立圏に関する取組
に対する支援の内容

概要施策名
政策
分野

定住自立圏
構想の

３つの視点

都道府県、搬送
困難事例受入医
療機関

１／２
１／３
（※）

359

都道府県を通じて提出
される事業実施の要望
状況を踏まえ、支援策
を検討。

①メディカルコントロール体制強化を図るため、
メディカルコントロール協議会に地域の救急医
療の実情に精通した医師を配置するために必要
な経費を支援するとともに、②長時間搬送先が
決まらない救急患者を一時的であっても受け入
れる医療機関を確保し、円滑な救急医療体制の
構築を図るために必要な経費の支援を行う。

救急医療体制強
化事業

aア

ウ 資源制約に対応するための圏域マネジメント等イ 結びつきやネットワークの強化ア 生活機能の強化

a 中心市における人材の育成a地域公共交通a 医療

b 中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保
b デジタル・ディバイドの解消へ向けたICTイン
フラ整備

b 福祉

c 圏域内市町村の職員等の交流c 道路等の交通インフラの整備c 教育

d 圏域内の公共施設の集約化・共同利用等
d 地域の生産者や消費者等の連携による地
産地消

d 土地利用

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事
務の共同実施

e 地域内外の住民との交流・移住促進e 産業振興

f その他f その他f 環境

g 防災

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】

※①メディカルコントロール体制事業： １／２
②搬送困難事例受入医療機関支援事業：１／３



６

農林水産省

交付対象補助率
令和８年度
当初予算
（百万円）

定住自立圏に関する取組
に対する支援の内容

概要施策名
政策
分野

定住自立圏
構想の

３つの視点

都道府県、市町
村、地域協議会、
農林漁業者の組
織する団体等

定額、
１／２等
（※）

7,045の内数
採択にあたって、
一定程度配慮

都道府県や市町村が計画主体となり、農山漁村
における定住・交流の促進、農業者の所得向上
や雇用の増大等、農山漁村の活性化のために必
要となる農林水産物加工・販売施設、地域間交
流拠点等の整備を支援

農山漁村振興交付金ｅイ

ウ 資源制約に対応するための圏域マネジメント等イ 結びつきやネットワークの強化ア 生活機能の強化

a 中心市における人材の育成a地域公共交通a 医療

b 中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保
b デジタル・ディバイドの解消へ向けたICTイン
フラ整備

b 福祉

c 圏域内市町村の職員等の交流c 道路等の交通インフラの整備c 教育

d 圏域内の公共施設の集約化・共同利用等
d 地域の生産者や消費者等の連携による地
産地消

d 土地利用

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事
務の共同実施

e 地域内外の住民との交流・移住促進e 産業振興

f その他f その他f 環境

g 防災

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】

（※）事業内容等により異なる。



７

国土交通省

交付対象補助率
令和８年度
当初予算
（百万円）

定住自立圏に関する取組
に対する支援の内容

概要施策名
政策
分野

定住自立圏
構想の

３つの視点

交通事業者、自
治体等

１／２、
１／３等

20,560
採択にあたって、
一定程度配慮

地方創生の基盤である地域交通の「リ・デザイ
ン」を全国的に展開するため、「交通空白」の
解消に向けた支援を実施。

地域公共交通確保
維持改善事業

aイ

ウ 資源制約に対応するための圏域マネジメント等イ 結びつきやネットワークの強化ア 生活機能の強化

a 中心市における人材の育成a地域公共交通a 医療

b 中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保
b デジタル・ディバイドの解消へ向けたICTイン
フラ整備

b 福祉

c 圏域内市町村の職員等の交流c 道路等の交通インフラの整備c 教育

d 圏域内の公共施設の集約化・共同利用等
d 地域の生産者や消費者等の連携による地
産地消

d 土地利用

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事
務の共同実施

e 地域内外の住民との交流・移住促進e 産業振興

f その他f その他f 環境

g 防災

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】
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こども家庭庁

交付対象補助率
令和８年度
政府予算
（百万円）

定住自立圏に関する取
組に対する支援の内容

概要施策名
政策
分野

定住自立圏
構想の

３つの視点

市町村１／２463億円の内数

複数の保育所等の共
同利用の場合、市町
村の圏域を超えた利
用も可。

近隣に入所可能な保育所等が見つからない児童に
対し、市町村が設置するこども送迎センターを中心
とし、原則、各保育所等の保育士等が付き添いのも
と、送迎バス等により児童の送迎の実施に要する費
用等の一部を補助する。

広域的保育所等利
用事業

bア

ウ 資源制約に対応するための圏域マネジメント等イ 結びつきやネットワークの強化ア 生活機能の強化

a 中心市における人材の育成a地域公共交通a 医療

b 中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保
b デジタル・ディバイドの解消へ向けたICTイン
フラ整備

b 福祉

c 圏域内市町村の職員等の交流c 道路等の交通インフラの整備c 教育

d 圏域内の公共施設の集約化・共同利用等
d 地域の生産者や消費者等の連携による地
産地消

d 土地利用

e 人材をはじめとする資源を効率的に活用するために必要な事
務の共同実施

e 地域内外の住民との交流・移住促進e 産業振興

f その他f その他f 環境

g 防災

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】


